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令和７年度 栄村一般会計補正予算（第５号） 
 

令和７年度栄村の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２４，９１６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

  ３，９４５，４２１千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

  第２条 債務負担行為の追加は「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

  第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  

令和７年 ９月 ３日  提 出 
 

栄 村 長  宮 川 幹 雄 

 

令和７年 ９月     日     決 
 

栄村議会議長  上 倉 敏 夫 
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 庫 支 出 金14 467,192 △7,496 459,696

国 庫 補 助 金2 363,979 △7,573 356,406

委 託 金3 4,689 77 4,766

県 支 出 金15 169,355 344 169,699

委 託 金3 17,536 344 17,880

財 産 収 入16 24,849 △2,000 22,849

財 産 売 払 収 入2 3,601 △2,000 1,601

繰 入 金18 375,462 △34,432 341,030

繰 入 金1 375,462 △34,432 341,030

村 債21 597,100 68,500 665,600

村 債1 597,100 68,500 665,600

3,945,421歳              入              合              計 3,920,505 24,916



補  正  額 計款

－2－

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費2 578,314 8,404 586,718

総 務 管 理 費 1 514,469 8,060 522,529

統 計 調 査 費 5 3,181 344 3,525

民 生 費3 515,755 5,917 521,672

社 会 福 祉 費 1 420,186 5,917 426,103

衛 生 費4 233,814 △750 233,064

保 健 衛 生 費 1 177,088 △750 176,338

農 林 水 産 業 費6 332,783 3,380 336,163

農 業 費 1 241,139 880 242,019

林 業 費 2 69,676 2,500 72,176

商 工 費7 468,288 1,322 469,610

商 工 費 1 468,288 1,322 469,610

土 木 費8 669,889 △40 669,849

道 路 橋 梁 費 2 587,460 △40 587,420

消 防 費9 143,970 5,500 149,470

消 防 費 1 143,970 5,500 149,470

教 育 費10 625,153 1,183 626,336

社 会 教 育 費 4 46,873 1,183 48,056

3,945,421歳              出              合              計 3,920,505 24,916
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第２表 債務負担行為補正 

（追加）                                                                     （単位：千円） 

事 項 期 間 限 度 額 

坪野橋橋梁修繕工事 令和 7年度から令和 8年度まで 50,000 

坪野橋橋梁修繕工事（積算・施工監理） 令和 7年度から令和 8年度まで 2,500 
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限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

過疎対策事業債　（民生債） 0 24,900

過疎対策事業債　（衛生債） 28,500 28,500

過疎対策事業債　（農林債） 12,400 12,400

過疎対策事業債　（商工債） 154,000 154,000

過疎対策事業債　（土木債） 68,500 69,500

過疎対策事業債　（消防債） 2,800 2,800

過疎対策事業債　（教育債） 173,500 173,500

辺地対策事業債　（農林債） 10,300 10,300

辺地対策事業債　（土木債） 40,600 54,200

緊急防災・減災事業債　（消防費） 21,600 25,700

緊急自然災害防止対策事業債（農林債） 23,100 23,100

緊急自然災害防止対策事業債（土木債） 61,800 61,800

介護サービス事業債 0 24,900

合　　　計 597,100 665,600

第３表　　地 方 債 補 正

起債の目的
補　　正　　前 補　　正　　後

証書借入
又は

証券発行

年５．０％
以内

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを行
なった後に
おいては、
当該見直し
後の利
率。）

　政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、村財
政の都合により
据置期間及び償
還期間を短縮
し、又は、繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

証書借入
又は

証券発行

年５．０％
以内

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを行
なった後に
おいては、
当該見直し
後の利
率。）

　政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、村財
政の都合により
据置期間及び償
還期間を短縮
し、又は、繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。



補正予算額
財源内訳（千円）

担当課 (千円） 事業名
一般財源

国・県
支出金

起債
（借入金）

受益者
負担金他

補正予算の内容

総務課 652 公用車管理事業 652 NHK受信料支払対応

総務課 700 会計備品購入 700 会計金庫の更新

総務課 1,591 庁舎設備修繕 1,591 庁内受電設備及び空調設備修繕

総務課 4,927 物価高騰対策事業 2,622 2,305
物価高騰対策対策交付金事業
CATV月額使用料の減免

総務課 344 国勢調査事業 344 国勢調査に係る経費（指導員報酬等）の増額補正

総務課 1,320 消防設備移設事業 1,320 千曲川堤防工事で支障となる消火栓の移設

総務課 4,180 Jアラート機器更新事業 4,180 サポート終了に伴うJアラートシステムの機器更新

総務課 438 人件費 438 職員手当等の増額

民生課 5,840 定額減税補足給付金 5,840 令和６年度に行った定額減税に係る補足給付

民生課 77 年金生活者支援給付金事業 77 令和７年度税制改正に伴う対応

民生課 0 高齢者センター改修事業 ▲ 49,800 49,800 起債対象事業に伴う財源内訳の変更

民生課 ▲ 750 新型コロナワクチン定期接種事業 1,740 ▲ 2,490 国助成金の終了に伴う財源内訳の変更

農林建設課 880 農地台帳システム事業 880 農地台帳システムデータ更新対応

農林建設課 2,500 林道維持管理事業 2,500 林道秋山線地すべり監視体制の確保

農林建設課 200 特産品加工センター事業 200 加工品原材料保管冷凍室の修繕

農林建設課 400 道路メンテナンス交付金事業 ▲ 84 ▲ 516 1,000 横倉沢橋工事箇所の減少及び坪野橋の修繕工事

農林建設課 ▲ 440 除雪機械購入事業 672 ▲ 12,712 13,600 ▲ 2,000
国庫補助金交付決定に伴う財源内訳の変更及び契約に基づ
く予算額の減額補正

教育委員会 1,122 希少動植物調査事業 1,122 調査を行った希少動植物に係る図鑑制作

教育委員会 935 文化財保護事業 935 渇水対策に要する経費の補助及び給水車の借上げ

計 24,916 ▲ 35,832 ▲ 7,152 68,580 ▲ 680
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款 計

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額  構 成 比（％）

1 村税 0 169,140169,140 4.3

2 地方譲与税 0 78,00078,000 2.0

3 利子割交付金 0 3030 0.0

4 配当割交付金 0 500500 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 0 400400 0.0

6 法人事業税交付金 0 2,5002,500 0.1

7 地方消費税交付金 0 40,00040,000 1.0

8 環境性能割交付金 0 5,0005,000 0.1

9 地方特例交付金 0 400400 0.0

10 地方交付税 0 1,752,0001,752,000 44.4

11 交通安全対策特別交付金 0 00 0.0

12 分担金及び負担金 0 8,3748,374 0.2

13 使用料及び手数料 0 59,57759,577 1.5

14 国庫支出金 △7,496 459,696467,192 11.7

15 県支出金 344 169,699169,355 4.3

16 財産収入 △2,000 22,84924,849 0.6

17 寄附金 0 40,50040,500 1.0

18 繰入金 △34,432 341,030375,462 8.6

19 繰越金 0 50,00050,000 1.3

20 諸収入 0 80,12680,126 2.0

21 村債 68,500 665,600597,100 16.9

3,920,505 24,916 3,945,421 100.0歳     入     合     計



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－6－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

構成比

（％）

1 0 49,45449,454議会費 1.2

2,6492 8,404 586,718578,314 5,755総務費 14.9

49,8005,9173 5,917 521,672515,755 △49,800民生費 13.2

△2,4904 △750 233,064233,814 1,740衛生費 5.9

5 0 4,2694,269労働費 0.1

6 3,380 336,163332,783 3,380農林水産業費 8.5

7 1,322 469,610468,288 1,322商工費 11.9

△2,00014,600△13,2288 △40 669,849669,889 588土木費 17.0

4,1009 5,500 149,470143,970 1,400消防費 3.8

10 1,183 626,336625,153 1,183教育費 15.9

11 0 3,1503,150災害復旧費 0.1

12 0 285,666285,666公債費 7.2

14 0 10,00010,000予備費 0.3

歳     出     合     計 3,920,505 24,916 3,945,421 △7,152 68,500 △2,000 △34,432 100.0


